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研究成果の概要（和文）：　本研究では、ドイツの幼児教育施設・基礎学校・中等学校・ギムナジウムならびに
大学・教育関係機関を訪問調査するとともに、ドイツの研究者を招聘して日本の特色ある学校の訪問調査を実施
した。また、学校づくりなどをテーマにした日独国際研究交流会の開催も重ねた。これらの共同研究を通して、
一方での教育実践における子どもの差異の承認と共同性の相互関連的な実現、他方での学校づくりにおける多様
な背景をもつ子どもの現実と権利保障とを踏まえた福祉機能のいっそうの充実、この双方を重ねて公教育を構築
する可能性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, we as an international collaborative research team visited
 early childhood education facilities, elementary schools, middle schools and gymnasiums, as well as
 universities and education-related institutions in Germany. On the other hand we invited 
researchers from Germany into Japan and visited together some schools in Japan. In addition, several
 international collaborative conferences on the themes as public education, school curriculum, 
lesson, inclusive education, and teacher education were held. This international collaborative 
research has revealed the possibility of constructing public education by overlapping the 
recognition of children's differences and the interrelated realization of commonality in educational
 practices, on the other side, the further enhancement of welfare functions in schools based on the 
reality of children from diverse backgrounds and the guarantee of their rights on the other hand.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　コンピテンシーベースで取り組まれている国際的な教育改革動向のなかで、ポストコンピテンシーの公教育の
あり方を探究したこと、ならびに日本とドイツの大学研究者を中心にして、教育制度論ではなく、カリキュラ
ム、福祉・インルーシブ、教師教育を一体化させて具体的な教育実践にまで踏み込んで共同研究したことに学術
的意義がある。また、今後の公教育を構築する視点とそのための国際共同研究のあり方を明らかにした点に学術
的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 OECD による「コンピテンシー」の提起を重要な契機として、コンピテンシーベースの国際的

な教育改革が進展してきた。とくに PISA ショックを経験した日本とドイツでは、その後、資質

能力・コンピテンシー重視の学校教育が展開されてきた。しかし同時に、両国においてそれへの

批判的検討も着手されはじめ、資質能力・コンピテンシー志向を相対化した公教育のあり方の検

討が要請されるようになってきた。検討にさいしては、カリキュラム編成にとどまらず、所与の

コンピテンシーから逸脱する学習者の支援という課題が浮上することから、とくに学校の福祉

的機能とインクルーシブ教育のあり方を問う必要も生じた。また、公教育を中心的に担うのが教

師である以上、教師教育のありようも検討の俎上にのぼってきた。公教育のあり方を問うさい、

これらの検討課題を個別にではなく一体的にかつ具体的・実践的に追究することが、資質能力・

コンピテンシー重視の学校教育を同じく進行させている日独に要請されている状況であった。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、コンピテンシーベースで展開されている国際的な教育改革動向のなかで、日独国際

共同研究の下に、ポスト資質能力・ポストコンピテンシーの公教育のあり方を、カリキュラムに

とどまらず福祉・インクルーシブ教育、教師教育の３つの分野を相互に関連づけて一体的に明ら

かにすることを目的とした。 

 
３．研究の方法 

 研究目的を達成するために、関連する文献・資料の検討とならんで、ドイツの幼児教育施

設・基礎学校・中等学校・ギムナジウムならびに大学・教育関係機関を訪問・調査した。ま

た、ドイツの研究者を招聘して日本の特色ある学校の訪問・調査も実施した。さらに、学校

開発・インクルーシブ教育・教師教育などをテーマにしたドイツの研究者の報告による日独

研究交流会も開催した。 
 
４．研究成果 

 （１）ドイツ現地調査の対象と内容を列挙すれば、ビーレフェルト実験学校の授業参観ならび

にカリキュラムづくり・授業づくり、校内の教師の研究と研修などに関するインタビュー、ビー

レフェルト大学における教員養成の参観とインクルーシブ教育の理論・実践に関するインタビ

ュー、「Blick ueber den Zaun: BueZ（垣根を超えた展望）」と称する学校連合に加盟している２

校（Oberstufen-Kolleg Bielefelt, PRIMUS-Schule in Minden）や非加盟校の総合制中等学校

（Gesamtschule Aspe）の参観とカリキュラム・学びに関する聞き取り、ライプツィヒ大学の教

員養成ゼミナールの授業参観と教職課程学生への聞き取り、保育・幼児教育の２施設

（Buchkindergarten、FROEBEL Integrationskindergarten EinSteichen）の施設長・園長・副園

長への聞き取り、保育施設における言語支援のためのザクセン州コンピテンシーセンターへの

訪問調査、基礎学校２校（Rabel、August-Bebel）の授業参観と校長への聞き取り、ギムナジウ

ム（Reclam）の授業参観、ザクセン州学務局教員養成センターでの試補教員向け授業の調査と同

センター長への聞き取り、ミュンヘンの中等学校（Mittelschule an der Ichostrasse）の DaZ

（第二言語としてのドイツ語）クラスの授業参観と担当教師への聞き取り、基礎学校１校とギム

ナジウム２校からなる BueZ 加盟の寄宿舎学校（Landheim Ammersee Internatschulen）での校長

への聞き取り、であった。 

これらの調査から、ラトケをはじめとした教授学の伝統的なコンテンツを教えつつも、今日的



な教師教育改革や教員不足への対応を行っているドイツの教師教育の現状、とくに母国での教

員経験をもつ移民を対象にした教員養成プログラムによる教師教育の取り組みを確認すること

ができた。また、全体としては依然としてコンピテンシー志向が重視されているなかでもコンピ

テンシー志向を相対化しようとするインクルーシブな学校の取り組みを確認することができた。

そのさい、移民・難民、障害のある子どもが同一クラスで学ぶ場合でも時間・空間を共有しつつ

も相互理解や学び合いが成立しているわけではなく、多様性が学習の深化に活かされていない

状況も認められ、インクルージョンと個別化の区別と関連が問われていることも明らかとなっ

た。異学年学習集団編成の導入もみられたが、同様の課題を有するものであった。これは日本で

提唱されている「個別最適な学び」と「協働的な学び」にも通底する課題であると認識すること

ができた。 

（２）ドゥイスブルク・エッセン大学のアムライン教授を招聘して日本の特色ある学校への訪問

調査も実施した。調査対象は、外国籍や障害などのある子どもが通学する瀬戸市の瀬戸つばき特

別支援学校、主にブラジルなどの外国にルーツをもつ子どもが多数在籍する豊田市の西保見小

学校、フリースクールの見晴台学園、広島大学附属小学校（学習集団研究に基づく授業）であっ

た。各学校の特色と観察した授業についてインクルーシブ教育の観点を中心にした共同検討を

行った。個別化の一環としての習熟度別学習の一部導入、学習の共同化の工夫、両者の関係構築

を試みる西保見小学校の取り組みなどや、多様な学校における個々のインクルーシブ教育を重

ねて完全統合教育型にする必要があるとのアムライン教授の指摘から、インクルージョンにお

ける個別化と共同性の実現との関連を問う課題がここでも鮮明となった。 

（３）ドイツの現地調査はコロナ禍に見舞われる直前であり、日本の学校の訪問調査はコロナ禍

が収まりかけた時期に実施されたが、その間は、ドイツの研究者からの報告に基づいた検討会を

オンライン上で開催した。ライプツィヒ大学のドリンク教授からは、保護者の生活困難状況を主

要因とする子どもへの身体的・精神的な暴力や虐待などの予防・回避・克服に資する行動コンセ

プトを学校も開発する必要があると提起された。また、同大学のケンツェガリイエーヴァ氏から

は、多様な移民背景をもつ子どもの教育を組織づくり・授業づくり・人（教師）づくりの３連構

造から実現する学校づくりが提言された。これらは、多様な背景をもつ子どもの現実に応答する

とともに、子どもの権利と福祉から学校づくりを進める提起であり、日本の課題とも重なるもの

である。さらにアムライン教授（当時はビーレフェルト大学）からは、インクルーシブ教育を政

策・行政・学校・教師（授業）・生徒の次元から再文脈化するストラテジーと教師教育の方向性

に関する報告を受け、とりわけ子どもをトラッキングとラベリングの対象としない学校制度・教

師教育・教育実践に関する示唆を得た（この点は、日本の学校の訪問調査時に広島大学教育ビジ

ョン研究センターにおいて同教授が報告した内容も参考にした）。 

（４）ドイツと日本の現地調査ならびにオンラインによる検討会に関する個々の研究成果は以

上の通りである。これらをさらに概括すれば、教育実践において子どもの差異の承認と共同性を

相互関連的にいかに具体的に実現するか、また、学校づくりにおいて多様な背景をもつ子どもの

現実と権利保障とを踏まえた福祉機能をどのように充実させるか、少なくともこの双方を関連

づけて追求することが、公教育を構築する可能性を拓くひとつの鍵となるのではないかという

知見が明らかとなったといえる。 

（５）日独の現地調査とオンライン共同検討会以外に、文献・資料の検討も進めた。とりわけカ

リキュラムに関して、学校教育におけるメディア教育の大綱的な方針を示した KMK の「学校にお

けるメディア教育」（2012）ならびにメディア教育のコンピテンシー領域と具体的なコンピテン

シーを提起した「学校メディア教育のためのコンピテンス志向のコンセプト」（2015)、連邦レベ



ルでのメディア教育の方針を定めた「KMK 戦略 ”デジタル世界の教育“」（2016）、教育のデジ

タル化の基盤整備のための連邦と州の財政を取り決めた KMK の「行政協定「デジタル・パクト・

シューレ 2019－2024」」(2019)など、KMK が教育のデジタル化の推進を提言している経緯を整

理した。なかでも中核となるのは「デジタル世界の教育」であり、教育内容のデジタル化と教育

方法のデジタル化に関する具体的な方針が示されているので、その内容を検討した。前者の教育

内容のデジタル化では、2018/2019 年度に基礎学校／中等段階Ⅰに入学するすべての児童生徒が、

義務教育終了までに、デジタル社会への自己決定的参加を可能にするコンピテンシー（2015 年

のメディア教育諸州会議で示されたコンピテンシー）を身につけることをめざし、連邦レベルで

教育スタンダードの改訂を進めるとともに州のカリキュラムの見直しを進めることを計画して

いる。後者の教育方法のデジタル化では、デジタル学習環境を、教授と学習のプロセスと有意義

に結びつけ、とくに、知識の再生産ではなく、プロセス志向及び成果志向かつ創造的で批判的な

学習を重視している。これらの特徴を明らかにした。 

（６）本研究の成果としては、中堅・若手研究者をテーマ毎・地域毎にチーム編成し、カウンタ

ーパートナーとなるドイツの教育学研究者および教育実践家との継続的かつ組織的な国際共同

研究を組織したこと、そのことによって世界の教育学研究のなかでこれからの日本の教育実践

および教育学研究をリードするに足るべく研究者の協働に寄与しえたことも、加えておくこと

ができる。 

（７）世界的なパンデミックの流行と重なったことに制約されただけに、なお本研究では、今後

検討を要する課題も浮かび上がった。とくに、ドイツの「デジタル世界の教育」の方針の具体的

な進捗実態に関しては現地調査できないまま経過し、課題を残した。 

一方、KMK は 2020 年 6 月に教育スタンダードの改訂を決定し、2022 年 6 月に初等領域「ドイ

ツ語」「数学」の改訂版を発表している。これらの教育スタンダードの改訂をふまえて、諸州の

指導要領が順次改訂されていくことになる。メディア教育のコンピテンシーモデルとその具体

的な教科の教育スタンダードへの反映や教育のデジタル化に対応した教育方法改革に関する実

態把握もあわせて、今後の課題となった。この課題は、日本の教育 DX の進行の検討と重なるも

のである。したがって、それが学校の福祉機能の充実・インクルーシブ教育の展開や教師教育に

どのような影響をもたらして公教育を方向づけるものとなるのかも、さらに今後見極めていか

なければならない課題となろう。 

（付記）以上の「研究成果」の内容は、カリキュラム、福祉・インクルーシブ教育、教師教育

の各セクションの中心担当者である高橋英児、藤井啓之、髙木啓のまとめならびに吉田成章の補

足を研究代表者の責任の下に再編したものである。 
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